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○「国際連携共同研究センター（IRCC）」における URA の活動は、異分野連携、新分野

創成の取組を通じて国内外のネットワークを広げ、国際情報発信の積極的な展開を図

ることに貢献していると評価できる。

○社会貢献や産学連携の推進を目的に設置された「産学連携室」における取組は、民間

資金を含めた多様な外部資金の獲得につながっていると評価できる。

○「研究大学コンソーシアム（RUC）」の幹事校として多くの大学と連携しており、その活動

に従事する URA の貢献が評価できる。また、RUC として融合研究をテーマに掲げ､

URA の役割と在り方に関する提言をまとめたことがもととなり「DX プラットフォーム」に

結実したことは高く評価できる。

○コロナ禍を踏まえた取組として、機構所属の URA と海外駐在型 URA とのオンラインを

活用した連携により、大型国際研究プロジェクトを含む国際共同研究が順調に進捗

し、その結果、若手や女性・外国人研究者といった多彩なコミュニティーによる質の高

い研究が実施されて多くの成果を上げた点は高く評価できる。



 

令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【国際共同研究を通じて世界最高水準の自然科学研究を推進 
－世界最先端機器を開発整備し世界の先端研究機関との共同研究強化－】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

フォローアップ結果等コメントについて、引き続き、以下の新たな取組を通じるなどし、世界最高水準の

自然科学研究の推進支援を充実させた。 

 

＜国際連携研究センター（IRCC）の整備と発展＞ 

フォローアップ結果における『国際連携研究センター（IRCC)における URA の活動は海外研究機関との連

携強化、若手研究育成支援、最先端研究の推進、異分野連携・新分野創成に十分な成果を上げており評価さ

れる。コロナ禍においても構築された国際ネットワークが十分生かされ成果を上げている点は高く評価され

る』について、『国際的先端研究の推進支援』をより一層すすめる取り組みを行っている。 

本機構が実施してきた戦略的国際研究加速事業を飛躍的に発展させた形で、異分野連携・新分野創成を国

際的にも推進するため、2018年度、これまでに類のない国際連携研究センター（IRCC）を、本機構、プリン

ストン大学、及びマックスプランク協会傘下の 3研究所（太陽システム研究所：MPS、プラズマ物理研究所：

IPP、天体物理研究所：MPA）とプリンストン大学が共同で設立した MPPC（Max-Planck Princeton Center for 

Plasma Physics）に跨る組織として設立した。IRCCには、天文学とプラズマ物理学を融合するアストロフュ

ージョン物理研究部門（IRCC-AFP）と生命科学研究分野で次世代の定量・イメージング生物学を生み出す学

際的な定量・イメージング生物学研究部門（IRCC-QIB）の 2部門を設置し、IRCC-AFP は MPPCと、IRCC-QIB

はプリンストン大学の定量生物学、数理科学分野と連携して研究を行っている。 

IRCCでは、最先端研究を推進している上記の海外 2大学・センターと戦略研究目標を組織として共同で設

定、若手の特任研究員を雇用して上記の海外機関と日本の IRCCで研究を実施、海外と日本の両機関がそれぞ

れの特長を活かして組織的に指導することによって研究を達成し、最先端研究の推進、異分野連携・新分野
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令和２年度（2020年度）フォローアップ結果 

○５つの研究所で構成される同機構は、地理的・分野的に広い範囲を分担する必要があるがコロナ禍におい

ても、機構本部の URA が中心となり、国際情報発信の積極的な展開を図るなど、URA のグッドプラクティ

スを発信していることは評価される。 

○特に、国際連携研究センター（IRCC)における URA の活動は海外研究機関との連携強化、若手研究育成支

援、最先端研究の推進、異分野連携・新分野創成に十分な成果を上げており評価される。コロナ禍において

も構築された国際ネットワークが十分生かされ成果を上げている点は高く評価される。 

○更に、研究大学コンソーシアム（RUC）の幹事校として、シンポジウムやセミナーの開催、政策提言のと

りまとめ等により、大学の連携を強化する積極的な取組をしていることは、高く評価される。 



 

創成、若手の育成を目標としている。海外機関として主に研究を行う機関と共同で、国際共同公募・選考に

より現時点であわせて４名の特任研究員を採用・採用内定している。 

プリンストンあるいはマックスプランク滞在型特任研究員の研究活動は、研究費は海外機関が負担し、協

定により海外機関の Postdoctoral Research Fellowと同じ扱いが保証されるにいたった。身分としては、

マックスプランク協会では、NINS Postdoctoral Research Fellow、プリンストン大学では同大学が雇用する

Postdoctoral Research Fellowと同じものとなっている。特に、プリンストン大学の場合、給料は本機構か

ら支払われるが、社会保障等についてはプリンストン大学が費用の負担をして、正規職員に近い

Postdoctoral Research Fellowの保証がされるにいたった。 

これらの交渉については、機構本部の URA（CRA）と機構内関係機関の URA（DRA）、ならびに、プリンスト

ン大学ならびにドイツ・ボンに駐在している海外駐在型 URAが協働し、海外機関の所長・理事・副学長クラ

スとの交渉、協定締結のための連絡調整、協定文の作成等、また、雇用した特任研究員の研究および生活面

でのサポートを、連携して推進している。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況現状の分析と取組への反映状況 

世界最高水準の国際共同研究等の推進に関する取り組みの現状の分析と今後の展望については、以下の通

りである。 

 

＜国際共同研究ならびに国際的最先端研究の推進に関しての分析＞ 

2020年度現在、大型国際プロジェクト（すばる望遠鏡、アルマ望遠鏡、大型ヘリカル装置）を含む国際共

同研究数は 248件（指標①）となっており、新型コロナ感染症禍の影響を受け、昨年度の 659件からは下回

った。一方で、国際共著論文率 58.92％（指標(3)）はすでに目標の 50％を超え、極めて高い水準を維持して

いる。 

本機構は、上記①に記載した＜国際連携研究センター（IRCC）の設立＞等による国際的先端研究の推進支

援を、海外機関との協定締結などを通じた組織的な取組として、今後も積極的に進め、中間的なアウトカム

から事業終了後のアウトカムにつなげていく方針である。また、NOUS の整備などを含め、研究 IR を用いた

国際共同研究・国際連携の充実に向けた体制を整備しており、機構内各機関の研究教育職員や URAが協働し

て、取組んでいくこととしている。 

研究の質の指標である NatureIndex論文数(指標(2))は、事業終了時の目標 200本以上（最終アウトカム）

に対して 246本（2020年）となっており、目標を超えた。引き続き、国内外の共同利用・共同研究をさらに

推進するとともに、異分野融合・新分野創成を刺激する取組を行う。具体的には、機構直轄センターである

生命創成探究センターならびに新分野創成センターによる、分野や機関の枠をこえた研究をより一層推進す

る。さらに、大学共同利用機関法人 4 機構の連携による研究交流の場として I-URIC コロキウムの開催およ

び機構間連携研究プロジェクトの推進、機構内各機関の研究者による分野間連携を目指したサイトビジット

の実施、機構内若手研究者による分野間連携研究プロジェクトへの支援、大学等も交えた分野融合型共同研

究の実施等、新分野開拓につながる取組を引き続き実施する。これらの異分野融合研究の進捗の把握につい

ては、中間アウトカムで、「異分野融合共同研究数」を指標として設定しており、目標 100件（2020）に対し

て 129件（2020）と、目標を超え、順調な伸びを示している（指標②）。 

 

＜研究者支援の現況の分析＞ 

機構の若手研究者や女性研究者、外国人研究者をはじめとする多様な研究者が共同利用・共同研究を通じ

て世界最先端の研究を遂行できる環境を充実させ、それぞれのコミュニティーにおける質の高い研究が実施

できるよう、引き続き、研究環境の改善に努めている。そして研究環境の改善により、若手研究者や女性研



 

究者、外国人研究者が機構に所属し、活躍してもらえるようにする必要がある。機構のこれら研究者に係る

2020年度雇用実績は以下のとおりである。 

若手研究者割合（指標(5)）は、38.8％（2020年度）と 2022年度までの目標値（35％を維持）を維持して

おり、引き続き、若手研究者の研究支援や海外派遣など、研究環境支援に取り組んでいくこととしている。 

女性研究者割合（指標(6)）は、上昇してきているものの、12.7％（2020年度）であり、最も達成が難しい

目標（2022年度に 15％）であると考えている。女性研究者が研究し易い環境を整え優秀な女性研究者を外国

から雇用する、女性研究者の雇用枠を広げるなどの施策を検討した。 

 外国人研究者割合（指標(7)）は、10.7％（2020年度）となっている。増減はあるものの順調に上昇してお

り、2022年度の目標値である 10％超を維持した。具体的には、①でも述べた国際連携研究センターの新研究

部門の設立を通じて海外機関との研究者の共同雇用や人材交流の活性化を促進することとしている。また、

外国人研究者の研究環境をさらに改善し、雇用を増やしていく努力を常に続けていく必要がある。 

  

＜国内外での認知度向上と大学等への貢献・可視化＞ 

機構が国際共同研究等を通じて世界最高水準の自然科学研究を推進するとともに、大学の研究力強化に寄

与していくためには、大学等への貢献の拡充・可視化を進めるとともに、広く国内外に認知され、国民・地

域・社会・産業界等からも理解を得て活動していく必要がある（指標(9)）。これに対しては、各セクターに

向けたシンポジウム・プレス懇談会等の開催、国際情報発信（EurekAlert!の活用）において 101件のプレス

リリース（指標⑦）・240,963件の PageView（指標⑧）、ならびに、国内外の各種メディアに取り上げられた

件数（オンラインメディアも含む）1208件／月（平均）（指標⑨）など、順調な認知度の拡大を示している。 

また、一般向け、大学執行部向け、共同利用・共同研究者向け、国際向けといった対象ごとに異なるパン

フレットを作成し配布した。 

 

将来構想２【世界最先端の共同利用・共同研究環境を用いて大学等の研究力強化に寄与】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

フォローアップ結果等コメントについて、引き続き、大学等の研究力強化の貢献を充実させた。 

 

＜研究大学コンソーシアムによる多くの研究機関との研究力強化に向けた連携＞ 

フォローアップ結果における『研究大学コンソーシアム（RUC）の幹事校として、シンポジウムやセミナー

の開催、政策提言のとりまとめ等により、大学の連携を強化する積極的な取組をしていることは、高く評価

される』について、大学との連携を強化する取り組みをすすめている。 

自然科学研究機構は、36の大学等機関で構成される『研究大学コンソーシアム』の幹事機関を務めており、

幹事機関にアドバイスを行う運営委員会（10機関で構成）の意見を踏まえながら、最終的には全体会議（全

機関で構成）において意思決定の上、運営を行っている。この取り組みを通じて、大学共同利用機関として、

大学の研究力の向上に貢献している。 

本コンソーシアムにおいて、会議体での好事例等の共有のほか、シンポジウム（年 1回開催）やホームペ

ージを活用した情報発信等により、先導的な実践を広く普及させるとともに、URA の役割・意義等について

広く周知を図った。また、研究力強化の方策・体制の整備等に関する研究大学群として共通する課題につい

ても、俯瞰的に討議する場として活動を行うべく企画・運営を支援した。具体的には、2017年度以来取り上

げている 3つの課題（（1）高度専門人材・研究環境支援人材の活用に関する討議、（2）研究力分析の課題に

関する討議、（3）国際情報発信に関する討議）について議論等を行うため、それぞれにより専門性の高いタ

スクフォースを設置し、それぞれのテーマについて適任の専門家による検討等を継続して行った。URA の在

り方について、提言等を行うなど、研究大学の研究力強化に資するため、活発な政策提言も行っている。2020



 

年度には、「新型コロナウイルス感染症災禍からの研究活動の再開と研究力の向上に必要な研究大学強化促

進事業の財源確保に関する要望」をとりまとめ、コロナ禍における URAの活動の重要性について、文科省に

提案した。 

 加えて 2020年度には、新たな課題として異分野融合を掲げ、タスクフォースを設置して分野や機関の枠を

こえた共同研究立案等における URAの役割と在り方について提言をとりまとめた。この取りまとめがもとと

なり、URAの活動に資する DXプラットフォーム整備へとつながった。2021年度は DXプラットフォームの整

備・試行をすすめる。 

さらに、RUCとして EBPM(Evidence Based Policy Making)の普及展開を図るため、研究担当理事を対象と

したエグゼクティブセミナーの開催、および、URA のみならず関連業務に関わる事務職員等のスキル向上を

めざした人材育成ワークショップの開催を行った。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

 世界最先端の共同利用・共同研究環境を拡充し、大学等の研究力強化に寄与する取り組みを充実させてい

る。 

 

＜共同利用・共同研究によって日本の大学に貢献した論文の質の向上＞ 

 機構における共同利用・共同研究の件数（指標④）は、年間 2547件であり、新型コロナ感染症禍の影響を

うけ、昨年度の 3392 件からは下回った。一方、共同利用・共同研究を通じて大学に貢献した論文の数は、

1383.7本（指標⑤）と目標の 1300件を超え、また、大学に貢献した論文の Top10%論文割合（指標(1)）は、

12.45％超と日本の平均を上回っており、本機構との共同利用・共同研究が、大学の研究力強化に貢献してい

ることが数値でも実証されている。 

 今後、より一層、大学への貢献を通じた質の高い研究を遂行していくためには、国際共同研究や異分野融

合・新分野創成研究の実施などを充実させていく必要がある。このため、本機構は①に記載した＜国際共同

研究件数＞（指標①）や＜異分野融合共同研究数＞（指標②）、＜大学の要望・賛同に応じた大学間連携事業

（NICA事業）の設立＞（指標⑥）を、引き続き、維持・強化していく方針である。 

 

＜共同利用・共同研究による大学への貢献の可視化＞ 

機構の共同利用・共同研究等の大学への貢献を可視化し、EBPMの実施につなげていくためには、機構にお

いて研究者・研究成果データベースの整備、共同利用・共同研究のデータベースの整備を進めていくことが

必要であり、この取組の進捗を中間アウトカムにおける指標（指標⑪）として設定している。 

より広い分野における共同利用・共同研究を促進するため、機構における共同利用・共同研究の成果やそ

の仕組み、具体例を紹介するパンフレットの作成を行うなど、引き続き、広く周知を行った。 

 

＜研究大学コンソーシアムの運営＞ 

上記①に記したとおり、研究大学コンソーシアムの幹事機関として、URA の認知拡大や内在化、研究力分

析、国際情報発信など、研究大学における共通課題についてコンソーシアムの運用を通じて議論を進めてい

る。また、EBPMの普及展開についても、研究大学コンソーシアムでの活動を通じて図っていく。こうした活

動により、日本の研究大学群全体に対する大局的な立場からの実効性ある施策提案に結び付くこととなる

（指標⑫）。 

 

 

 

 

 



 

ロジックツリー・ロードマップの利活用・横展開状況 

以下の 3方向の取り組みにより、機構内にて、ロジックツリーならびにロードマップの横展開を図ってい

る。 

（１） 研究力強化戦略会議における研究力強化方針の議論への活用（トップダウン的取組） 

 自然科学研究機構では、URAを活用した研究力強化を組織的に展開するため、機構長を本部長とする研究

力強化推進本部ならびに各機関の担当部署の長（副所長クラス）が不定期に集まり議論する研究力強化戦略

会議を設置しているが、その場において、ロジックツリーならびにロードマップの内容について議論し、必

要に応じた組織の取組のアップデート、方針の決定などを行っている。 

 

（２） URA連絡会議などでの確認と、URAの業務の確認・見直し等への活用（ボトムアップ的取組） 

 機構における URAは 27人および URA類似職 15人（2021年 7月 1日現在）となっており、その活動は多

岐にわたる。ロジックツリーに掲げられている URAのアクティビティーは、50項目以上に及ぶ。これらに

ついて、その都度、現状に即した改訂、URAの配置などをダイナミックに行うため、機構本部ならびに機関

の全 URAを対象とした URA連絡会議でのロジックツリー・ロードマップの共有、ならびに、URA個々人から

のヒアリングも含め、URAの活動把握に、本ロジックツリーを活用している。 

 

（３） 機構の全職員への周知（ファカルティ―ディベロップメント的取組） 

 機構における研究力強化の目的や、ロジックツリーを、全職員向けの機構内広報誌（NINS Bulletin、3

か月に一回、紙媒体および PDFを発行）に掲載、配布し、周知を図っている。各職員の研究活動等と機構の

目的がどのように関連するかについて、あらためて認識するよう促した。 

 

 

特筆すべき事項（定性的な現状・取組状況等） 

以下の点について、ロジックモデルをもとに引き続き実施している。2020年度における特筆すべき事項

は、以下の通りである。 

 

＜コロナ禍において有効的に実施された顕著な URAの取り組み＞ 

 コロナ禍においても、機構本部・各研究所の URA同士の連絡連携を緊密にすすめるため、オンライン情

報共有ツールである Slackの利用を開始することで、研究所の枠をこえた URA間の情報共有を図ることが

できた。 

 特に海外駐在 URAは日本に一時帰国することが全くできなかったものの、米国及び欧州の状況につい

て、これまで以上の頻度で定期的な報告を Zoom等で行うこととし、コロナ禍における機構本部・各研究所

の取り組み、国際共同研究、ポスドクの国際共同雇用、及び独国 DAADとの共同プログラムの開始等につい

て、スムーズな進展を支援した。 

 

＜民間資金も含めた財源の多様化による財政基盤の充実＞ 

 自然科学研究機構の社会貢献の推進、ならびに、外部資金獲得などの資金源の多様化という意味でも、

産学連携研究の推進は必須である。まず、2018年 4月 1日より産学連携室を設置し、産学連携コーディネ

ーターを本部において 2名雇用するなど、機構として産学連携推進の制度設計、新たな規程の整備・既存

規程の改正、機構全体の統一的な産学連携窓口の整備などの組織的整備を行った。これにより、民間企業

等との多様な連携を可能とした。特に、産学共同研究の推進においては、既存の間接経費とは別に、組織

的・戦略的な産学連携活動の基盤を支える「産学連携推進経費」を新たに導入し、直接経費の 30％と定義



 

し民間企業等に求める制度の運用を開始した。 

民間資金も含めた財源の多様化による財政基盤の充実を最終アウトカムとして、2022年度に、民間資金

も含めた外部資金（寄付金、受託研究費など）獲得額 40億円超を目標とした指標（指標(4)）を設定して

おり、直近の実績は 29.5億円（2020年度）となっている。 

 

＜共同利用・共同研究の推進支援と研究 IRの機能の組織的充実＞ 

機構全体の IR機能を強化するため、研究力強化推進本部共同利用・共同研究室に、各機関と機構本部に

所属する研究教育職員や URAから構成される IR班を設置し、各機関の IR担当者の連携による機構全体の

IRの検討を行う体制を整えた。IR班では、大学の機能の強化への貢献度を把握するため、一般的な論文デ

ータベースでは機構の関与が見えづらい機構の研究者が共著として入っていない共同利用・共同研究の成

果の論文も含めて成果論文を収集し、各共同利用・共同研究のカテゴリー毎に分析が可能なカスタムデー

タベースを構築した。その結果共同利用・共同研究が大学の研究力強化に貢献していることを具体的に示

すことが出来た。 

4年にわたるシステム開発により NOUSは機構の主な公募型共同利用・共同研究を扱うことが出来るよう

になり、共同利用・共同研究の実績をデータベースとして構築できる基盤が出来上がった。これを IRに活

用するには成果論文と共同利用・共同研究の実績を紐付ける必要がある。このため NOUSに ORCIDとの連携

機能を実装し、成果論文を自動的に収集すると共に共同利用・共同研究実績との紐付けを行うべくシステ

ムの構築を進めている。2020年度には、すべての機関において NOUSの運用を開始し、中間アウトカムの目

標を達成した。（指標③）。 

 

＜異分野融合・新分野創成の促進＞ 

若手研究者の異分野融合・新分野創成のマインドをもった人材育成や研究支援とともに、組織として異

分野融合・新分野創成の促進のため、機構直轄センターとして、新分野創成センター、アストロバイオロ

ジーセンター、生命創成探究センター、国際連携研究センターの 4センターがある。特に、アストロバイ

オロジーやプラズマバイオロジーの異分野融合研究について、分野の枠をこえ多様な研究者を交えて推進

するため、機関の枠を超えたオープンラボの施設整備を 2020年度より実施した。 

 

＜自然科学大学間連携推進機構（NICA）の運営＞ 

大学共同利用機関が実施しているネットワーク型共同研究に参画している研究者が所属する大学の執行

部（研究担当理事）に声がけし立ち上げた自然科学大学間連携推進機構（NINS Interuniversity 

Cooperative Association：NICA）においてネットワーク型共同研究の実績と意義を紹介し、各大学におけ

る認知に努めた。更に大学の研究力強化に向けた共通の課題について検討を行い、「装置共有」、「技術共

有・承継・獲得」「若手研究者の流動性支援」の 3つの課題を整理し、「装置共有」、「技術共有・承継・獲

得」の課題においては、更なる大学間の連携を検討すべくそれぞれの部会を立ち上げ検討を行い、検討の

まとめを行った。「若手研究者の流動性支援」の課題については、令和元年度に「NICAフェロー制度」を立

ち上げ、組織及び分野の枠を超えて若手研究者や分野の PIとなるべき研究者の育成を目的とし、研究者の

流動を支援する事業を実施している。 

 特に、NICAの一環として分子科学研究所においては「大学連携研究設備ネットワーク」を推進してき

た。これは、当機構と国立大学を中心に全国の 77機関が連携する事業で、参画大学が所有する研究設備の

相互利用と共同利用を推進するとともに、技術者の育成や技術力の向上など横断的な取り組みを実施して

いる。大学連携研究設備ネットワークは、現在、国立大学を中心に 77機関が参画し、研究設備の外部共

用・部局間利用を推進している。設備登録台数は約 3202台、年間総利用件数は 15万件、外部利用は 2500



 

件を数え、大学間の相互利用展開に貢献してきた。 

 こうした取り組みについて、機関に配置されている URAがコーディネーションなどを行っている。 

 

 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

 

Scopus WoS 

2013-
2017 
平均 

2014-
2018 
平均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

2013-
2017 
平均 

2014-
2018 
平均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

国際共著
論文率 

47.20％ 51.3％ 53.7％ 55.2％ 53.9％ 53.9％ 57.1％ 57.4％ 

産学共著
論文率 

5.60％ 4.2％ 5.3％ 5.8％ 2.5％ 2.9％ 7.3％ 7.5％ 

Top10％論
文率 

13.00％ 11.4％ 11.4％ 12.4％ 12.1％ 11.5％ 11.2％ 12.2％ 
 

 

 



自然科学研究機構「研究大学強化促進事業」ロジックツリー【概要版(参考)】

将来構想
事業終了までのアウトカム
（2021年度-2022年度）

中間的なアウトカム
（2019年度-2020年度）

アウトプット
（2021 （R3）年度の取組）

国際共同研究
を通じて世界
最高水準の自
然科学研究を
推進
－世界最先端機器を
開発整備し世界の先
端研究機関との共同
研究強化－

アウトプット
（ 2020 （R2）年度の取組）

アウトプット
（ 2019（R1）年度の取組）

柱１ 国際的先端研究の推進支援

国際共同研究の推進のための海外
大学・研究機関等との交渉、協定の
作成・締結手続き等

◀
国際共同研究の推進のための海外大
学・研究機関等との交渉、協定の作
成・締結手続き等

◀
国際共同研究の推進のための海外
大学・研究機関等との交渉、協定の
作成・締結手続き等

大型国際プロジェクトの推進にむけ
た国際交渉 ◀ 大型国際プロジェクトの推進にむけた

国際交渉 ◀
大型国際プロジェクトの推進にむけ
た国際交渉

国際カンファレンス等実施準備・開
催・運営 ◀ 国際カンファレンス等実施準備・開催・

運営 ◀
国際カンファレンス等実施準備・開
催・運営

国際共同研究の企画立案、管理運
用、評価 ◀ 国際共同研究の企画立案、管理運用、

評価 ◀
国際共同研究の企画立案、管理運
用、評価

国際連携研究センター（IRCC）により
国際共同研究の推進 ◀ 国際連携研究センター（IRCC）により

国際共同研究の推進 ◀
国際連携研究センター（IRCC）の新
研究部門立ち上げとIRCCによる国
際共同研究の推進

プリンストン大学・マックスプランク研
究所滞在型特任研究員の共同雇用
の拡大

◀
プリンストン大学・マックスプランク研
究所滞在型特任研究員の共同雇用の
拡大

◀
プリンストン大学との国際交渉、人
事交流促進、研究員雇用契約等業
務

海外駐在型URAの配置と海外連携
機関との国際交渉 ◀ 海外駐在型URAの配置と海外連携機

関との国際交渉 ◀
海外駐在型URAの配置と海外連携
機関との国際交渉

各種海外ファンディングエイジェン
シー等との国際交渉、情報共有、連
携等

◀ 各種海外ファンディングエイジェンシー
等との国際交渉、情報共有、連携等 ◀

各種海外ファンディングエイジェン
シー等との国際交渉、情報共有、連
携等

柱２ 国内の共同利用・共同研究の推進支援

共同利用・共同研究実施のための
契約・渉外手続き等 ◀ 共同利用・共同研究実施のための契

約・渉外手続き等 ◀
共同利用・共同研究実施のための
契約・渉外手続き等

共同利用・共同研究の管理運用、技
術提供 ◀ 共同利用・共同研究の管理運用、技

術提供 ◀
共同利用・共同研究の管理運用、
技術提供

機関・分野の枠を越えた共同利用・
共同研究の推進 ◀ 機関・分野の枠を越えた共同利用・共

同研究の推進 ◀
機関・分野の枠を越えた共同利用・
共同研究体制の構築・運用、支援
体制整備

新分野創成センターの運営による新
分野・融合研究の推進 ◀ 新分野創成センターの運営による新

分野・融合研究の推進 ◀
新分野創成センターの企画立案・運
営（プラズマバイオ研究分野、先端
光科学研究分野）

プラズマバイオコンソーシアムの運
営 ◀ プラズマバイオコンソーシアムの運営 ◀

プラズマバイオコンソーシアムの運
営

生命創成探究センターの運営 ◀ 生命創成探究センターの運営 ◀ 生命創成探究センターの運営

４機構連携による異分野融合の推進
（「Ｉ－ＵＲＩＣフロンティアコロキウム」
の年１回開催と機関間連携・異分野
連携研究プロジェクトの実施）

◀
４機構連携による異分野融合の推進
（「Ｉ－ＵＲＩＣフロンティアコロキウム」の
年１回開催と機関間連携・異分野連携
研究プロジェクトの実施）

◀
４機構連携による異分野融合の推
進（「Ｉ－ＵＲＩＣフロンティアコロキウ
ム」の年１回開催と機関間連携・異
分野連携研究プロジェクトの実施）

共同利用・共同研究に係る大学等か
らの認知拡大、PR業務 ◀ 共同利用・共同研究に係る大学等から

の認知拡大、PR業務 ◀
共同利用・共同研究に係る大学等
からの認知拡大、PR業務

共同利用・共同研究の推進に係る企
画立案、計画策定 ◀ 共同利用・共同研究の推進に係る企

画立案、計画策定 ◀
共同利用・共同研究の推進に係る
企画立案、計画策定

共同利用・共同研究に係る研究会・
トレーニングコース等実施準備・開
催・運営

◀
共同利用・共同研究に係る研究会・ト
レーニングコース等実施準備・開催・
運営

◀
共同利用・共同研究に係る研究会・
トレーニングコース等実施準備・開
催・運営

新規共同利用・共同研究の開拓と情
報収集 ◀ 新規共同利用・共同研究の開拓と情

報収集 ◀
新規共同利用・共同研究の開拓と
情報収集

ライフサイエンス系実験研究に関す
る管理運営・設備整備等業務 ◀ ライフサイエンス系実験研究に関する

管理運営・設備整備等業務 ◀
ライフサイエンス系実験研究に関す
る管理運用・設備整備業務

異分野融合のための機構内サイトビ
ジットの実施 ◀ 異分野融合のための機構内サイトビ

ジットの実施 ◀
異分野融合のための機構内サイト
ビジットの実施

自然科学大学間連携推進機構（ＮＩＣ
Ａ）の運営 ◀ 自然科学大学間連携推進機構（ＮＩＣ

Ａ）の運営 ◀
自然科学大学間連携推進機構（ＮＩ
ＣＡ）の運営

柱３： 国内外への情報発信・広報力強化

国民を対象とした情報発信： 自然科
学研究機構シンポジウム（年２回開
催）などシンポジウム、一般公開等
の開催・運用

◀
国民を対象とした情報発信： 自然科
学研究機構シンポジウム（年２回開
催）などシンポジウム、一般公開等の
開催・運用

◀
国民を対象とした情報発信： 自然科
学研究機構シンポジウム（年２回開
催）などシンポジウム、一般公開等の
開催・運用

国際情報発信： 英語プレスリリース・
国際情報発信の実施 ◀ 国際情報発信： 英語プレスリリース・

国際情報発信の実施 ◀
国際情報発信： 英語プレスリリース・
国際情報発信の実施

国内プレスリリース・広報情報発信
の実施 ◀ 国内プレスリリース・広報情報発信の

実施 ◀
国内プレスリリース・広報情報発信の
実施

メディアを対象とした情報発信： 機構
長プレス懇談会・メディアむけ記者会
見等の開催

◀
メディアを対象とした情報発信： 機構
長プレス懇談会・メディアむけ記者会
見等の開催

◀
メディアを対象とした情報発信： 機構
長プレス懇談会・メディアむけ記者会
見等の開催

産業界を対象とした情報発信： 産業
界との対話・組織的連携のための情
報発信

◀
産業界を対象とした情報発信： 産業
界との対話・組織的連携のための情
報発信

◀
産業界を対象とした情報発信： 産業
界との対話・組織的連携のための情
報発信

日英パンフレット・ポスター等作成・
配布 ◀ 日英パンフレット・ポスター等作成・配

布 ◀
日英パンフレット・ポスター等作成・配
布

日英 ホームページ・SNSなどの整備
と情報発信 ◀ 日英 ホームページ・SNSなどの整備と

情報発信 ◀
日英 ホームページ・SNSなどの整備と
情報発信

ビデオ・デジタルコンテンツの作成 ◀ ビデオ・デジタルコンテンツの作成 ◀ ビデオ・デジタルコンテンツの作成

地域・自治体を対象とした情報発信：
地域・自治体等との調整・打ち合わ
せ

◀ 地域・自治体を対象とした情報発信：
地域・自治体等との調整・打ち合わせ ◀

地域・自治体を対象とした情報発信：
地域・自治体等との調整・打ち合わせ

小中高等学校への出前授業等の実
施・打ち合わせ ◀ 小中高等学校への出前授業等の実

施・打ち合わせ ◀
小中高等学校への出前授業等の実
施・打ち合わせ

柱４： 研究者支援

若手研究者等に係る科研費等外部
資金の獲得指導、情報提供等 ◀ 若手研究者等に係る科研費等外部資

金の獲得指導、情報提供等 ◀
若手研究者等に係る科研費等外部資
金の獲得指導、技術提供等

若手研究者に係る海外派遣・受入・
インターンシップ等の運用 ◀ 若手研究者に係る海外派遣・受入・イ

ンターンシップ等の運用 ◀
若手研究者に係る海外派遣・受入・イ
ンターンシップ等の運用

若手研究者を対象とした顕彰事業の
実施 ◀ 若手研究者を対象とした顕彰事業の

実施 ◀
若手研究者を対象とした顕彰事業の
実施

若手研究者に対する分野間連携研
究・異分野融合の取組の実施 ◀ 若手研究者に対する分野間連携研

究・異分野融合の取組の実施 ◀
若手研究者に対する分野間連携研
究・異分野融合の取組の実施

「男女共同参画アクションプラン」に
かかわる業務・運用 ◀ 「男女共同参画アクションプラン」にか

かわる業務・運用 ◀
「男女共同参画アクションプラン」にか
かわる業務・運用

外国人研究者・外国人大学院生の
受入のための調整および受入業務
（ワンストップ対応含む）

◀
外国人研究者・外国人大学院生の受
入のための調整および受入業務（ワン
ストップ対応含む）

◀
外国人研究者・外国人大学院生の受
入のための調整および受入業務（ワ
ンストップ対応含む）

IR機能の充実

自然科学共同利用・共同研究統括
システム：ＮＯＵＳの戦略立案への活
用

◀ 自然科学共同利用・共同研究統括シ
ステム：ＮＯＵＳの戦略立案への活用 ◀

自然科学共同利用・共同研究統括シ
ステム：ＮＯＵＳの機能拡張

研究者・研究成果データベースの運
用 ◀ 研究者・研究成果データベースの運用 ◀

研究者・研究成果データベースの構
築

研究ＩＲ機能の充実による共同利用・
共同研究の可視化、手法の開発 ◀ 研究ＩＲ機能の充実による共同利用・

共同研究の可視化、手法の開発 ◀
研究ＩＲ機能の充実による共同利用・
共同研究の可視化、手法の開発

研究成果の評価等に係る企画立案、
情報提供・取りまとめ ◀ 研究成果の評価等に係る企画立案、

情報提供・取りまとめ ◀
研究成果の評価等に係る企画立案、
情報提供・取りまとめ

新規国際連携先に関する調査およ
び情報提供 ◀ 新規国際連携先に関する調査および

情報提供 ◀
新規国際連携先に関する調査および
情報提供

研究IRを活用した新規国際共同研
究テーマ・連携先の開拓 ◀ 研究IRを活用した新規国際共同研究

テーマ・連携先の開拓 ◀
研究IRを活用した新規国際共同研究
テーマ・連携先の開拓

IR班による分析・戦略立案 ◀ IR班による分析・戦略立案 ◀
研究力強化推進本部内への研究IR班
の運用

研究IRを活用した機構の「強み」の
把握 ◀ 研究IRを活用した機構の「強み」の把

握 ◀
研究IRを活用した機構の「強み」の把
握

研究大学コンソーシアム

研究大学コンソーシアムにおける各
課題に関するタスクフォース等の実
施、意見・提言等とりまとめ

◀
研究大学コンソーシアムにおける各課
題に関するタスクフォース等の実施、
意見・提言等とりまとめ

◀
研究大学コンソーシアムにおける各課
題に関するタスクフォース等の実施、
意見・提言等とりまとめ

EBPMの普及展開にむけた情報収集
と意見交換等の実施 ◀ EBPMの普及展開にむけた情報収集

と意見交換等の実施 ◀
EBPMの普及展開にむけた情報収集
と意見交換等の実施

研究力強化体制の整備

研究力強化の体制の見直し・強化に
係る調整 ◀ 研究力強化の体制の見直し・強化に

係る調整 ◀
研究力強化の体制の見直し・強化に
係る調整

URAのスキル向上を目的とした情報
交換、研修等に係る検討・調整、実
施

◀ URAのスキル向上を目的とした情報交
換、研修等に係る検討・調整、実施 ◀

URAのスキル向上を目的とした情報
交換、研修等に係る検討・調整、実施

共同利用・共同研究室による機関を
超えた共同利用・共同研究の推進 ◀ 共同利用・共同研究室による機関を超

えた共同利用・共同研究の推進 ◀
研究力強化推進本部・戦略室の体制
強化、管理運営

行政等への専門知識等の情報提供、
協力等 ◀ 行政等への専門知識等の情報提供、

協力等
行政等への専門知識等の情報提供、
協力等

機構・機関の戦略立案、管理運営等 ◀ 機構・機関の戦略立案、管理運営等 機構・機関の戦略立案、管理運営等

産業界との組織的対話の推進・産学連携体制構築の検討

産学連携の実施による財源の多様
化 ◀ 産学連携の実施による財源の多様化

◀ 産学連携体制の制度設計・管理運営

ＵＲＡのための研究データ基盤の整備・構築

DXプラットフォームの整備・構築

DXプラットフォームの試行

柱４： 研究者支援

指標（5） 若手研究者割合

指標（6） 女性研究者割合

指標（7） 外国人研究者割合

指標（8） 外国人大学院生割合

研究大学コンソーシアムの運営による共通課題の整理と課題解決

指標⑫ 研究大学コンソーシアムの運営による共通課題の整理と課題解決

研究力強化の体制整備

指標⑬ URA人材の活用による研究力強化体制の整備

産業界との組織的対話の推進のための産学連携体制構築

指標⑩ 産業界との組織的対話の推進のための産学連携体制の整備

柱１ 国際的先端研究の推進支援

指標① 国際共同研究（大型国際プロジェクト含む）件数

柱１＆２ 異分野融合・新分野創成の推進による新分野開拓

指標② 異分野融合共同研究数

柱２ 国内の共同利用・共同研究の推進支援

指標③ 機関や分野の枠を超えた共同利用・共同研究体制の構築と運用

指標④ 共同利用・共同研究件数

指標⑤ 共同利用・共同研究によって日本の大学に貢献した論文数

NICAの取組を通じた機構の機能強化および大学の機能強化への貢献

指標⑥ 大学の要望・賛同に応じた大学間連携事業の設立

国際共著論文率の向上

指標(3) 国際共著論文率

NatureIndex論文数の量的拡大

指標(2) NatureIndex論文数（Scopus調べ）

民間資金も含めた財源の多様化による財政基盤の充実

指標(4)
民間資金も含めた外部資金（寄付金、受託研究
費など）獲得額

共同利用・共同研究によって日本の大学に貢献した論文の質の向
上

指標(1)
共同利用・共同研究によって日本の大学に貢
献した論文のTOP10％論文割合

国内外での認知度向上と大学等への貢献・可視化

指標(9)
国内外での認知度向上と大学等への貢献・可
視化

IR機能の充実と戦略立案への活用

指標⑪
研究者・研究成果、共同利用・共同研究のデータベースの整備による研究
IRへの活用

柱３： 国内外への情報発信・広報力強化

指標⑦ EurekAlert!を通じた国際プレスリリース件数

指標⑧ EurekAlert!上の総閲覧数（PageView）

指標⑨ 国内外の各種メディアに取り上げられた件数(オンラインメディアも含む)

世界最先端
の共同利
用・共同研
究環境を用
いて大学等
の研究力強
化に寄与

URAの活動に資するＤＸプラットフォームの整備

指標（10） URAの活動に資するDXプラットフォームの整備と活用



 

 

 

 

 

自然科学研究機構「研究大学強化促進事業」後期ロードマップ 
 
 
事業実施計画 

年度 
2018 

（H30） 

2019 

(H31/R1) 

2020 

（R2） 

2021 

（R3） 

2022 

（R4） 

2023 

(R5) 

将来

構想 

事業終了ま

でのアウト

カム 

中間的な 

アウトカム 
アウトプット 

 
 
 

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
進 

 
 
 

￤
世
界
最
先
端
機
器
を
開
発
整
備
し
世
界
の
先
端
研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 

共同利用・

共同研究に

よって日本

の大学に貢

献した論文

の質の向上 

柱１ 国際的先端研

究の推進支援 

国際共同

研究の推

進のため

の協定の

作成・締

結手続き

等 

国際共同研究の推進のための海外大学・研究機関等との交

渉、協定の作成・締結手続き等 

大型国際プロジェクトの推進にむけた国際交渉 

国際カンファレンス等実施準備・開催・運営 

国際共同

研究の管

理運用、

評価 

国際共同研究の企画立案、管理運用、評価 

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の設立

（アスト

ロフュー

ジョンプ

ラズマ物

理研究部

門（AFP)

の設置を

含む） 

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の新研究

部門立ち

上げと

IRCCによ

る国際共

同研究の

推進 

国際連携研究センター（IRCC）により国際共同

研究の推進 

プリンス

トン大学

との国際

共同審査

委員会で

採用した

同大学滞

在型特任

研究員の

継続雇用 

プリンス

トン大学

との国際

交渉、人

事交流促

進、研究

員雇用契

約等業務 

 

プリンストン大学・マックスプランク研究所滞

在型特任研究員の共同雇用の拡大 

海外駐在型 URAの配置と海外連携機関との国際交渉 

 
各種海外ファンディングエイジェンシー等との国際交渉、

情報共有、連携等 

研究 IRを活用した新規国際共同研究テーマ・連携先の開拓 

指標① 国際共同研

究（大型国際プロジ

ェクト含む）件数 

  

年間 600件を

クリアし、維

持する。 

   



 

 

 

柱１＆２ 異分野融

合・新分野創成の推

進による新分野開拓 

新分野創

成センタ

ーの改

組・運営

（プラズ

マバイオ

研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

新分野創

成センタ

ーの企画

立案・運

営（プラ

ズマバイ

オ研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

新分野創成センターの運営による新分野・融合

研究の推進 

プラズマ

バイオコ

ンソーシ

アムの設

立・運営

（自然科

学研究機

構、名古

屋大学、

九州大

学） 

プラズマバイオコンソーシアムの運営 

生命創成

探究セン

ターの創

設・運営 

生命創成探究センターの運営 

４機構連携による異分野融合の推進（「Ｉ－ＵＲＩＣフロンティアコロキ

ウム」の年１回開催と機関間連携・異分野連携研究プロジェクトの実

施） 

異分野融合のための機構内サイトビジットの実施 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の設立

（アスト

ロフュー

ジョンプ

ラズマ物

理研究部

門（AFP)

の設置を

含む） 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の新研究

部門立ち

上げと

IRCCによ

る国際共

同研究の

推進 

 

（再掲）国際連携研究センター（IRCC）により

国際共同研究の推進 

若手研究者に対する分野間連携研究・異分野融合の取組の実施 

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
進 

 
 
 

￤
世
界
最
先
端
機
器
を
開
発
整
備
し
世
界
の
先
端
研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 

共同利用・共
同研究によっ
て日本の大
学に貢献した
論文の質の
向上 



 

 

 

指標② 異分野融合

共同研究数 
  

異分野融合

（若手研究者

による分野間

連携研究プロ

ジェクト、分

野融合型共同

研究事業、I-

URIC機関間連

携・異分野連

携研究プロジ

ェクト、新分

野創成センタ

ー（プラズマ

バイオ研究分

野、先端光科

学研究分野）、

アストロバイ

オロジーセン

ター（ABC）、

生命創成探究

センター

（ExCells））

の共同研究数 

100件を超える 

   

柱２ 国内の共同利

用・共同研究の推進

支援 

共同利用・共同研究実施のための契約・渉外手続き等 

共同利用・共同研究の管理運用、技術提供 

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運用 

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運

用、支援

体制整備 

機関・分野の枠を越えた共同利用・共同研究の

推進 

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの改

組・運営

（プラズ

マバイオ

研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの企画

立案・運

営（プラ

ズマバイ

オ研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

（再掲）新分野創成センターの運営による新分

野・融合研究の推進 

（再掲）

プラズマ

バイオコ

ンソーシ

アムの設

立・運営

（自然科

学研究機

構、名古

屋大学、

九州大

学） 

（再掲）プラズマバイオコンソーシアムの運営 

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
進 

 
 
 

￤
世
界
最
先
端
機
器
を
開
発
整
備
し
世
界
の
先
端
研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 

共同利用・共
同研究によっ
て日本の大
学に貢献した
論文の質の
向上 



 

 

 

（再掲）

生命創成

探究セン

ターの創

設・運営 

（再掲）生命創成探究センターの運営 

（再掲）４機構連携による異分野融合の推進（「Ｉ－ＵＲＩＣフロンティ

アコロキウム」の年１回開催と機関間連携・異分野連携研究プロジェク

トの実施） 

共同利用・共同研究に係る大学等からの認知拡大、PR業務 

共同利

用・共同

研究の推

進に係る

計画策定 

共同利用・共同研究の推進に係る企画立案、計画策定 

共同利用・共同研究に係る研究会・トレーニングコース等実施準備・開

催・運営 

新規共同利用・共同研究の開拓と情報収集 

ライフサ

イエンス

系実験研

究に関す

る管理運

用業務 

ライフサイエンス系実験研究に関する管理運用・設備整備

業務 

研究力強

化推進本

部内への

共同利

用・共同

研究室の

設置 

研究力強

化推進本

部・戦略

室の体制

強化、管

理運営 

共同利用・共同研究室による機関を超えた共同

利用・共同研究の推進 

指標③ 機関や分野

の枠を超えた共同利

用・共同研究体制の

構築と運用 

  

機構に所属

する全機関

での NOUSの

運用開始 

   

指標④ 共同利用・

共同研究件数 
  

年間 3,000

件をクリア

し、維持す

る 

   

指標⑤ 共同利用・

共同研究によって日

本の大学に貢献した

論文数 

  

1,300を超

え、維持す

る 

   

NICA の取組を通じた

機構の機能強化およ

び大学の機能強化へ

の貢献 

自然科学

大学間連

携推進機

構（ＮＩ

ＣＡ）の

運営（大

学からの

意見収

集） 

自然科学大学間連携推進機構（ＮＩＣＡ）の運営 

指標⑥ 大学の要

望・賛同に応じた大

学間連携事業の設立 

 

大学の要

望・賛同

に応じた

大学間連

携事業の

運用開始 

    

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
進 

 
 
 

￤
世
界
最
先
端
機
器
を
開
発
整
備
し
世
界
の
先
端
研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 

共同利用・共
同研究によっ
て日本の大
学に貢献した
論文の質の
向上 

柱２ 国内の共同利
用・共同研究の推進
支援 



 

 

 

指標(1)  共同利用・共同研究によっ

て日本の大学に貢献した論文の

TOP10％論文割合 

    13%以上  

NatureIndex

論文数の量

的拡大 

（再掲） 

柱１＆２ 異分野融

合・新分野創成の推

進による新分野開拓  

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの改

組・運営

（プラズ

マバイオ

研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの企画

立案・運

営（プラ

ズマバイ

オ研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

（再掲）新分野創成センターの運営による新分

野・融合研究の推進 

（再掲）

プラズマ

バイオコ

ンソーシ

アムの設

立・運営

（自然科

学研究機

構、名古

屋大学、

九州大

学） 

（再掲）プラズマバイオコンソーシアムの運営 

（再掲）

生命創成

探究セン

ターの創

設・運営 

（再掲）生命創成探究センターの運営 

（再掲）４機構連携による異分野融合の推進（「Ｉ－ＵＲＩＣフロンティ

アコロキウム」の年１回開催と機関間連携・異分野連携研究プロジェク

トの実施） 

（再掲）異分野融合のための機構内サイトビジットの実施 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の設立

（アスト

ロフュー

ジョンプ

ラズマ物

理研究部

門（AFP)

の設置を

含む） 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の新研究

部門立ち

上げと

IRCCによ

る国際共

同研究の

推進 

 

（再掲）国際連携研究センター（IRCC）により

国際共同研究の推進 

（再掲）若手研究者に対する分野間連携研究・異分野融合の取組の実施 

（再掲）指標② 異

分野融合共同研究数 
  

異分野融合

（若手研究

者による分

野間連携研

究プロジェ

クト、分野

   

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
進 

 
 
 

￤
世
界
最
先
端
機
器
を
開
発
整
備
し
世
界
の
先
端
研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 



 

 

 

融合型共同

研究事業、

I-URIC機関

間連携・異

分野連携研

究プロジェ

クト、新分

野創成セン

ター（プラ

ズマバイオ

研究分野、

先端光科学

研究分野）、

アストロバ

イオロジー

センター

（ABC）、生

命創成探究

センター

（ExCells）

）の共同研

究数 100件

を超える 

（再掲）柱２ 国内

の共同利用・共同研

究の推進支援 

（再掲）共同利用・共同研究実施のための契約・渉外手続き等 

（再掲）共同利用・共同研究の管理運用、技術提供 

（再掲）

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運用 

（再掲）

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運

用、支援

体制整備 

（再掲）機関・分野の枠を越えた共同利用・共

同研究の推進 

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの改

組・運営

（プラズ

マバイオ

研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの企画

立案・運

営（プラ

ズマバイ

オ研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

（再掲）新分野創成センターの運営による新分

野・融合研究の推進 

（再掲）

プラズマ

バイオコ

ンソーシ

アムの設

立・運営

（自然科

学研究機

構、名古

屋大学、

九州大

学） 

（再掲）プラズマバイオコンソーシアムの運営 

NatureIndex
論文数の量
的拡大 

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
進 

 
 
 

￤
世
界
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先
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機
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開
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整
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研
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機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 



 

 

 

（再掲）

生命創成

探究セン

ターの創

設・運営 

（再掲）生命創成探究センターの運営 

（再掲）４機構連携による異分野融合の推進（「Ｉ－ＵＲＩＣフロンティ

アコロキウム」の年１回開催と機関間連携・異分野連携研究プロジェク

トの実施） 

（再掲）共同利用・共同研究に係る大学等からの認知拡大、PR業務 

（再掲）

共同利

用・共同

研究の推

進に係る

計画策定 

（再掲）共同利用・共同研究の推進に係る企画立案、計画

策定 

（再掲）共同利用・共同研究に係る研究会・トレーニングコース等実施

準備・開催・運営 

（再掲）新規共同利用・共同研究の開拓と情報収集 

（再掲）

ライフサ

イエンス

系実験研

究に関す

る管理運

用業務 

（再掲）ライフサイエンス系実験研究に関する管理運用・

設備整備業務 

（再掲）

研究力強

化推進本

部内への

共同利

用・共同

研究室の

設置 

（再掲）

研究力強

化推進本

部・戦略

室の体制

強化、管

理運営 

（再掲）共同利用・共同研究室による機関を超

えた共同利用・共同研究の推進 

（再掲）指標③ 機

関や分野の枠を超え

た共同利用・共同研

究体制の構築と運用 

  

機構に所

属する全

機関での

NOUSの運

用開始 

   

（再掲）指標④ 共

同利用・共同研究件

数 

  

年間

3,000件

をクリア

し、維持

する 

   

（再掲）指標⑤ 共

同利用・共同研究に

よって日本の大学に

貢献した論文数 

  

1,300を

超え、維

持する 

   

指標(2)  NatureIndex論文数

（Scopus調べ）  
    

200本以

上 
 

国際共著論

文率の向上 

（再掲） 

柱１ 国際的先端研

究の推進支援 

（再掲）

国際共同

研究の推

進のため

の協定の

作成・締

結手続き

等 

（再掲）国際共同研究の推進のための海外大学・研究機関

等との交渉、協定の作成・締結手続き等 

（再掲）大型国際プロジェクトの推進にむけた国際交渉 

NatureIndex
論文数の量
的拡大 

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
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￤
世
界
最
先
端
機
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開
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整
備
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世
界
の
先
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研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 

（再掲） 
柱２ 国内の共同利
用・共同研究の推進
支援 



 

 

 

（再掲）国際カンファレンス等実施準備・開催・運営 

（再掲）

国際共同

研究の管

理運用、

評価 

（再掲）国際共同研究の企画立案、管理運用、評価 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の設立

（アスト

ロフュー

ジョンプ

ラズマ物

理研究部

門（AFP)

の設置を

含む） 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の新研究

部門立ち

上げと

IRCCによ

る国際共

同研究の

推進 

 

（再掲）国際連携研究センター（IRCC）により

国際共同研究の推進 

（再掲）

プリンス

トン大学

との国際

共同審査

委員会で

採用した

同大学滞

在型特任

研究員の

継続雇用 

（再掲）

プリンス

トン大学

との国際

交渉、人

事交流促

進、研究

員雇用契

約等業務 

（再掲）プリンストン大学・マックスプランク

研究所滞在型特任研究員の共同雇用の拡大 

（再掲）海外駐在型 URAの配置と海外連携機関との国際交渉 

 
（再掲）各種海外ファンディングエイジェンシー等との国

際交渉、情報共有、連携等 

（再掲）研究 IRを活用した新規国際共同研究テーマ・連携先の開拓 

（再掲）指標① 国

際共同研究（大型国

際プロジェクト含

む）件数 

  

年間 600

件をクリ

アし、維

持する。 

   

柱３： 国内外への

情報発信・広報力強

化 

国民を対象とした情報発信： 自然科学研究機構シンポジウム（年２回開

催）などシンポジウム、一般公開等の開催・運用 

国際情報発信： 英語プレスリリース・国際情報発信の実施 

国内プレスリリース・広報情報発信の実施 

メディアを対象とした情報発信： 機構長プレス懇談会・メディアむけ記

者会見等の開催 

産業界を対象とした情報発信： 産業界との対話・組織的連携のための情

報発信 

日英パンフレット・ポスター等作成・配布 

日英 ホームページ・SNSなどの整備と情報発信 

ビデオ・デジタルコンテンツの作成 

地域・自治体を対象とした情報発信： 地域・自治体等との調整・打ち合

わせ 

小中高等学校への出前授業等の実施・打ち合わせ 

（再掲）共同利用・共同研究に係る大学等からの認知拡大、PR業務 

指標⑦  

EurekAlert!を通じ

た国際プレスリリー

ス件数 

  
2015年度

比 20％増 
   

指標⑧    150,000    

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
進 

 
 
 

￤
世
界
最
先
端
機
器
を
開
発
整
備
し
世
界
の
先
端
研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 

国際共著論
文率の向上 



 

 

 

EurekAlert!上の総

閲覧数（PageView） 

PageView

以上 

指標⑨ 国内外の各

種メディアに取り上

げられた件数（オン

ラインメディアも含

む） 

  

800件/ 

月を超

え、これ

を維持す

る 

   

指標(3) 国際共著論文率     
50%を超

える 
 

民間資金も

含めた財源

の多様化に

よる財政基

盤の充実 

産業界との組織的対

話の推進のための産

学連携体制構築 

研究ＩＲ機能の充実による共同利用・共同研究の可視化、手法の開発 

産学連携

体制の構

築にむけ

た制度設

計・検討 

産学連携

体制の制

度設計・

管理運営 

産学連携の実施による財源の多様化 

（再掲）産業界を対象とした情報発信： 産業界との対話・組織的連携の

ための情報発信 

指標⑩ 産業界との

組織的対話の推進の

ための産学連携体制

の整備 

 

産業界と

の対話・

組織的連

携のため

の体制の

設置・運

用開始 

    

指標(4) 民間資金も含めた外部資金

（寄付金、受託研究費など）獲得額 
    

40億円を

超える 
 

柱４： 研究者支援 

若手研究

者等に係

る科研費

等外部資

金の獲得

指導 

若手研究者等に係る科研費等外部資金の獲得指導、技術提

供等 

若手研究者に係る海外派遣・受入・インターンシップ等の運用 

若手研究者を対象とした顕彰事業の実施 

（再掲）若手研究者に対する分野間連携研究・異分野融合の取組の実施 

「男女共同参画アクションプラン」にかかわる業務・運用 

外国人研究者・外国人大学院生の受入のための調整および受入業務（ワ

ンストップ対応含む） 

指標(5) 若手研究者割合     ３５％  

指標(6) 女性研究者割合     １５％  

指標(7) 外国人研究者割合     １０％  

指標(8) 外国人大学院生割合     

３０％

を維持

する 

 

国内外での

認知度向上

と大学等へ

の貢献・可

視化 

（再掲）NICA の取組

を通じた機構の機能

強化および大学の機

能強化への貢献 

（再掲）

自然科学

大学間連

携推進機

構（ＮＩ

ＣＡ）の

運営（大

学からの

意見収

集） 

（再掲）自然科学大学間連携推進機構（ＮＩＣＡ）の運営 

国
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（再掲）指標⑥ 大

学の要望・賛同に応

じた大学間連携事業

の設立 

 

大学の要

望・賛同

に応じた

大学間連

携事業の

運用開始 

    

（再掲）柱３： 国

内外への情報発信・

広報力強化 

（再掲）国民を対象とした情報発信： 自然科学研究機構シンポジウム

（年２回開催）などシンポジウム、一般公開等の開催・運用 

（再掲）国際情報発信： 英語プレスリリース・国際情報発信の実施 

（再掲）国内プレスリリース・広報情報発信の実施 

（再掲）メディアを対象とした情報発信： 機構長プレス懇談会・メディ

アむけ記者会見等の開催 

（再掲）産業界を対象とした情報発信： 産業界との対話・組織的連携の

ための情報発信 

（再掲）日英パンフレット・ポスター等作成・配布 

（再掲）日英 ホームページ・SNSなどの整備と情報発信 

（再掲）ビデオ・デジタルコンテンツの作成 

（再掲）地域・自治体を対象とした情報発信： 地域・自治体等との調

整・打ち合わせ 

（再掲）小中高等学校への出前授業等の実施・打ち合わせ 

（再掲）共同利用・共同研究に係る大学等からの認知拡大、PR業務 

（再掲）指標⑦  

EurekAlert!を通じ

た国際プレスリリー

ス件数 

  
2015年度

比 20％増 
   

（再掲）指標⑧  

EurekAlert!上の総

閲覧数（PageView） 

  

150,000 

PageView

以上 

   

（再掲）指標⑨ 国

内外の各種メディア

に取り上げられた件

数（オンラインメデ

ィアも含む） 

  

800件/ 

月を超

え、これ

を維持す

る 

   

IR機能の充実と戦略

立案への活用 

自然科学共同利用・

共同研究統括システ

ム：ＮＯＵＳの機能

拡張 

自然科学共同利用・共同研究統括システム：Ｎ

ＯＵＳの戦略立案への活用 

研究者・

研究成果

データベ

ースの構

築に係る

検討

（ORCID

の導入な

ど） 

研究者・

研究成果

データベ

ースの構

築 

研究者・研究成果データベースの運用 

研究成果

の評価等

に係る情

報提供・

取りまと

め 

研究成果の評価等に係る企画立案、情報提供・取りまとめ 

新規国際連携先に関する調査および情報提供 

（再掲）研究 IRを活用した新規国際共同研究テーマ・連携先の開拓 

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
進 

 
 
 

￤
世
界
最
先
端
機
器
を
開
発
整
備
し
世
界
の
先
端
研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 

国内外での
認知度向上
と大学等へ
の貢献・可視
化 



 

 

 

研究力強

化推進本

部内への

研究 IR

班の設置 

研究力強

化推進本

部内への

研究 IR

班の運用 

IR班による分析・戦略立案 

研究 IRを活用した機構の「強み」の把握 

（再掲）

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運用 

（再掲）

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運

用、支援

体制整備 

（再掲）機関・分野の枠を越えた共同利用・共

同研究の推進 

指標⑪ 研究者・研

究成果、共同利用・共

同研究のデータベー

スの整備による研究

IRへの活用 

  

研究者・

研究成

果、共同

利用・共

同研究の

データベ

ースに基

づく研究

IRを活用

した戦略

立案 

   

指標(9) 国内外での認知度向上と大

学等への貢献・可視化 
    

国内外で

の認知度

向上と大

学等への

貢献とそ

の可視化 

 

 

研究力強化の体制整

備 

研究力強化の体制の見直し・強化に係る調整 

URAのスキル向上を目的とした情報交換、研修等に係る検討･調整、実施 

（再掲）

研究力強

化推進本

部内への

共同利

用・共同

研究室の

設置 

（再掲）

研究力強

化推進本

部・戦略

室の体制

強化、管

理運営 

（再掲）共同利用・共同研究室による機関を超

えた共同利用・共同研究の推進 

 行政等への専門知識等の情報提供、協力等 

 機構・機関の戦略立案、管理運営等 

指標⑬ URA 人材の

活用による研究力強

化体制の整備 

  

URA人材

育成のた

めの研修

等実施お

よびキャ

リアパス

の確立 

   

国
際
共
同
研
究
を
通
じ
て
世
界
最
高
水
準
の
自
然
科
学
研
究
を
推
進 

 
 
 

￤
世
界
最
先
端
機
器
を
開
発
整
備
し
世
界
の
先
端
研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
強
化
￤ 

IR機能の充実と戦略
立案への活用 

国内外での
認知度向上
と大学等へ
の貢献・可視
化 



 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

世
界
最
先
端
の
共
同
利
用
・
共
同
研
究
環
境
を
用
い
て
大
学
等
の
研
究
力
強
化
に
寄
与 

（再掲）共

同利用・共

同研究によ

って日本の

大学に貢献

した論文の

質の向上  

 

（再掲） 

柱１ 国際的先端研

究の推進支援 

（再掲）

国際共同

研究の推

進のため

の協定の

作成・締

結手続き

等 

（再掲）国際共同研究の推進のための海外大学・研究機関

等との交渉、協定の作成・締結手続き等 

（再掲）大型国際プロジェクトの推進にむけた国際交渉 

（再掲）国際カンファレンス等実施準備・開催・運営 

（再掲）

国際共同

研究の管

理運用、

評価 

（再掲）国際共同研究の企画立案、管理運用、評価 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の設立

（アスト

ロフュー

ジョンプ

ラズマ物

理研究部

門（AFP)

の設置を

含む） 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の新研究

部門立ち

上げと

IRCCによ

る国際共

同研究の

推進 

 

（再掲）国際連携研究センター（IRCC）により

国際共同研究の推進 

（再掲）

プリンス

トン大学

との国際

共同審査

委員会で

採用した

同大学滞

在型特任

研究員の

継続雇用 

（再掲）

プリンス

トン大学

との国際

交渉、人

事交流促

進、研究

員雇用契

約等業務 

（再掲）プリンストン大学・マックスプランク

研究所滞在型特任研究員の共同雇用の拡大 

（再掲）海外駐在型 URAの配置と海外連携機関との国際交渉 

 
（再掲）各種海外ファンディングエイジェンシー等との国

際交渉、情報共有、連携等 

（再掲）研究 IRを活用した新規国際共同研究テーマ・連携先の開拓 

（再掲）指標① 国

際共同研究（大型国

際プロジェクト含

む）件数 

  

年間 600

件をクリ

アし、維

持する。 

   

（再掲） 

柱１＆２ 異分野融

合・新分野創成の推

進による新分野開拓 

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの改

組・運営

（プラズ

マバイオ

研究分

野、先端

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの企画

立案・運

営（プラ

ズマバイ

オ研究分

野、先端

（再掲）新分野創成センターの運営による新分

野・融合研究の推進 



 

 

 

光科学研

究分野） 

光科学研

究分野） 

（再掲）

プラズマ

バイオコ

ンソーシ

アムの設

立・運営

（自然科

学研究機

構、名古

屋大学、

九州大

学） 

（再掲）プラズマバイオコンソーシアムの運営 

（再掲）

生命創成

探究セン

ターの創

設・運営 

（再掲）生命創成探究センターの運営 

（再掲）４機構連携による異分野融合の推進（「Ｉ－ＵＲＩＣフロンティ

アコロキウム」の年１回開催と機関間連携・異分野連携研究プロジェク

トの実施） 

（再掲）異分野融合のための機構内サイトビジットの実施 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の設立

（アスト

ロフュー

ジョンプ

ラズマ物

理研究部

門（AFP)

の設置を

含む） 

（再掲）

国際連携

研究セン

ター

（IRCC）

の新研究

部門立ち

上げと

IRCCによ

る国際共

同研究の

推進 

 

（再掲）国際連携研究センター（IRCC）により

国際共同研究の推進 

（再掲）若手研究者に対する分野間連携研究・異分野融合の取組の実施 

（再掲）指標② 異

分野融合共同研究数 
  

異分野融

合（若手

研究者に

よる分野

間連携研

究プロジ

ェクト、

分野融合

型共同研

究事業、

I-URIC機

関間連

携・異分

野連携研

究プロジ

ェクト、

新分野創

成センタ

ー（プラ

ズマバイ

オ研究分

   

世
界
最
先
端
の
共
同
利
用
・
共
同
研
究
環
境
を
用
い
て
大
学
等
の
研
究
力
強
化
に
寄
与 

（再掲） 
共同利用・共
同研究によ
って日本の
大学に貢献
した論文の
質の向上 

（再掲） 

柱１＆２ 異分野融
合・新分野創成の推
進による新分野開拓 



 

 

 

野、先端

光科学研

究分

野）、ア

ストロバ

イオロジ

ーセンタ

ー

（ABC）、

生命創成

探究セン

ター

（ExCell

s））の共

同研究数 

100件を

超える 

（再掲） 

柱２ 国内の共同利

用・共同研究の推進

支援 

（再掲）共同利用・共同研究実施のための契約・渉外手続き等 

（再掲）共同利用・共同研究の管理運用、技術提供 

（再掲）

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運用 

（再掲）

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運

用、支援

体制整備 

（再掲）機関・分野の枠を越えた共同利用・共

同研究体制の構築・運用 

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの改

組・運営

（プラズ

マバイオ

研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

（再掲）

新分野創

成センタ

ーの企画

立案・運

営（プラ

ズマバイ

オ研究分

野、先端

光科学研

究分野） 

（再掲）新分野創成センターの運営による新分

野・融合研究の推進 

（再掲）

プラズマ

バイオコ

ンソーシ

アムの設

立・運営

（自然科

学研究機

構、名古

屋大学、

九州大

学） 

（再掲）プラズマバイオコンソーシアムの運営 

（再掲）

生命創成

探究セン

ターの創

設・運営 

（再掲）生命創成探究センターの運営 

（再掲）４機構連携による異分野融合の推進（「Ｉ－ＵＲＩＣフロンティ

アコロキウム」の年１回開催と機関間連携・異分野連携研究プロジェク

世
界
最
先
端
の
共
同
利
用
・
共
同
研
究
環
境
を
用
い
て
大
学
等
の
研
究
力
強
化
に
寄
与 

（再掲） 
共同利用・共
同研究によ
って日本の
大学に貢献
した論文の
質の向上 



 

 

 

トの実施） 

（再掲）共同利用・共同研究に係る大学等からの認知拡大、PR業務 

（再掲）

共同利

用・共同

研究の推

進に係る

計画策定 

（再掲）共同利用・共同研究の推進に係る企画立案、計画

策定 

（再掲）共同利用・共同研究に係る研究会・トレーニングコース等実施

準備・開催・運営 

（再掲）新規共同利用・共同研究の開拓と情報収集 

（再掲）

ライフサ

イエンス

系実験研

究に関す

る管理運

用業務 

（再掲）ライフサイエンス系実験研究に関する管理運用、

設備整備業務 

（再掲）

研究力強

化推進本

部内への

共同利

用・共同

研究室の

設置 

（再掲）

研究力強

化推進本

部・戦略

室の体制

強化、管

理運営 

（再掲）共同利用・共同研究室による機関を超

えた共同利用・共同研究の推進 

（再掲）指標③ 機

関や分野の枠を超え

た共同利用・共同研

究体制の構築と運用 

  

機構に所

属する全

機関での

NOUSの運

用開始 

   

（再掲）指標④ 共

同利用・共同研究件

数 

  

年間

3,000件

をクリア

し、維持

する 

   

（再掲）指標⑤ 共

同利用・共同研究に

よって日本の大学に

貢献した論文数 

  

1,300を

超え、維

持する 

   

（再掲）NICA の取組

を通じた機構の機能

強化および大学の機

能強化への貢献 

（再掲）

自然科学

大学間連

携推進機

構（ＮＩ

ＣＡ）の

運営（大

学からの

意見収

集） 

（再掲）自然科学大学間連携推進機構（ＮＩＣＡ）の運営 

（再掲）指標⑥ 大

学の要望・賛同に応

じた大学間連携事業

の設立 

 

大学の要

望・賛同

に応じた

大学間連

携事業の

運用開始 

    

（再掲）指標(1)  共同利用・共同研

究によって日本の大学に貢献した論

文の TOP10％論文割合 

    13%以上  

（再掲） 
柱２ 国内の共同利
用・共同研究の推進
支援 

世
界
最
先
端
の
共
同
利
用
・
共
同
研
究
環
境
を
用
い
て
大
学
等
の
研
究
力
強
化
に
寄
与 

（再掲） 
共同利用・共
同研究によ
って日本の
大学に貢献
した論文の
質の向上 



 

 

 

（再掲） 

国内外での

認知度向上

と大学等へ

の貢献・可

視化 

（再掲）NICA の取組

を通じた機構の機能

強化および大学の機

能強化への貢献 

（再掲）

自然科学

大学間連

携推進機

構（ＮＩ

ＣＡ）の

運営（大

学からの

意見収

集） 

（再掲）自然科学大学間連携推進機構（ＮＩＣＡ）の運営 

（再掲）指標⑥ 大

学の要望・賛同に応

じた大学間連携事業

の設立 

 

（再掲）

大学の要

望・賛同

に応じた

大学間連

携事業の

運用開始 

    

（再掲）柱３： 国

内外への情報発信・

広報力強化 

（再掲）国民を対象とした情報発信： 自然科学研究機構シンポジウム

（年２回開催）などシンポジウム、一般公開等の開催・運用 

（再掲）国際情報発信： 英語プレスリリース・国際情報発信の実施 

（再掲）国内プレスリリース・広報情報発信の実施 

（再掲）メディアを対象とした情報発信： 機構長プレス懇談会・メディ

アむけ記者会見等の開催 

（再掲）産業界を対象とした情報発信： 産業界との対話・組織的連携の

ための情報発信 

（再掲）日英パンフレット・ポスター等作成・配布 

（再掲）日英 ホームページ・SNSなどの整備と情報発信 

（再掲）ビデオ・デジタルコンテンツの作成 

（再掲）地域・自治体を対象とした情報発信： 地域・自治体等との調

整・打ち合わせ 

（再掲）小中高等学校への出前授業等の実施・打ち合わせ 

（再掲）共同利用・共同研究に係る大学等からの認知拡大、PR業務 

（再掲）指標⑦  

EurekAlert!を通じ

た国際プレスリリー

ス件数 

  
2015年度

比 20％増 
   

（再掲）指標⑧  

EurekAlert!上の総

閲覧数（PageView） 

  

150,000 

PageView

以上 

   

（再掲）指標⑨ 国

内外の各種メディア

に取り上げられた件

数（オンラインメデ

ィアも含む） 

  

800件/ 

月を超

え、これ

を維持す

る 

   

（再掲）IR機能の充

実と戦略立案への活

用 

（再掲）自然科学共

同利用・共同研究統

括システム：ＮＯＵ

Ｓの機能拡張 

（再掲）自然科学共同利用・共同研究統括シス

テム：ＮＯＵＳの戦略立案への活用 

（再掲）

研究者・

研究成果

データベ

ースの構

築に係る

検討

（ORCID

の導入な

ど） 

（再掲）

研究者・

研究成果

データベ

ースの構

築 

（再掲）研究者・研究成果データベースの運用 

（再掲）研究成果の評価等に係る情報提供・取りまとめ 

（再掲）新規国際連携先に関する調査および情報提供 

世
界
最
先
端
の
共
同
利
用
・
共
同
研
究
環
境
を
用
い
て
大
学
等
の
研
究
力
強
化
に
寄
与 



 

 

 

（再掲）研究 IRを活用した新規国際共同研究テーマ・連携先の開拓 

（再掲）

研究力強

化推進本

部内への

研究 IR

班の設置 

（再掲）

研究力強

化推進本

部内への

研究 IR

班の運用 

（再掲）IR班による分析・戦略立案 

（再掲）研究 IRを活用した機構の「強み」の把握 

（再掲）

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運用 

（再掲）

機関・分

野の枠を

越えた共

同利用・

共同研究

体制の構

築・運

用、支援

体制整備 

（再掲）機関・分野の枠を越えた共同利用・共

同研究の推進 

（再掲）指標⑪ 研

究者・研究成果、共同

利用・共同研究のデ

ータベースの整備に

よる研究IRへの活用 

  

研究者・

研究成

果、共同

利用・共

同研究の

データベ

ースに基

づく研究

IRを活用

した戦略

立案 

   

（再掲）指標(9) 国内外での認知度

向上と大学等への貢献・可視化 
    

国内外で

の認知度

向上と大

学等への

貢献とそ

の可視化 

 

 

研究大学コンソーシ

アムの運営による共

通課題の整理と課題

解決 

研究大学コンソーシアムにおける各課題に関するタスクフォース等の実

施、意見・提言等とりまとめ 

EBPMの普及展開にむけた情報収集と意見交換等の実施 

指標⑫ 研究大学コ

ンソーシアムの運営

による共通課題の整

理と課題解決 

  

研究大学

コンソー

シアムの

運営を通

じた研究

大学群の

課題の整

理と議論

の進展 

   

 

指標(10) 

URAの活動に

資する DXプ

ラットフォ

ームの整備

と活用 

     

DXプラッ

トフォー

ムにすべ

ての研究

大学コン

ソーシア

ム参画大

学から

URAの参

画を得る 

 

 

世
界
最
先
端
の
共
同
利
用
・
共
同
研
究
環
境
を
用
い
て 

大
学
等
の
研
究
力
強
化
に
寄
与 

（再掲） 

国内外での
認知度向上
と大学等へ
の貢献・可視
化 


